
第 3 回介護予防サ ー ピス評価研究委員会誌卓次第 

日時     平成 1 7 年 3 月 3 1 日 ( 木 ) 

Ⅰ 4 : 0 0 ～ 1 6 : 0 O 

場所 : 東海大学校友会館 

霞ケ関 ビル (3 3 階 ) 

1 . 開 会 

2    " " 圭 5% 題 

(1 ) 介護制度改革関連法案の 概要について 

(2) 要介護認定について 

(3) 介護予防市町村 モ チル事業について 

(4) 介護予防に関する 準備スケジュールについて 

3. 閉 会 
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 Ⅰ介護保険制度改革について 

～見開きぺ ー ジで見る介護保険制度改革の 全体像， 

H Ⅰ 7 



  
  介護保険制度の 現状と課題 

  

0  総費用の状況 

介護保険の総費用 r ま 、 年 「 0% を超える伸び 

      

  
  Ⅰ 6,3 兆 H  =    ,6.8 兆円 

巨二ゴ Ⅰ 目 二三Ⅰ 5.29 ヒ円二ゾ   579% 円 "   
(2000 年度実績 )  (2001 年度実績 )  (2002 年度実績 )  (2003 年度実績 )  (2004 年度予算 )  (2005 年度予算案 ) 

米 補正後 

0  認定者の状況 

要介護認定者は 4 年 8 ケ 月で約 187 万人増加 (86% 増 ) 

特に要支援・ 要介護 1 の認定を受けた 者が大幅に増加 
    

一月末 20 万Ⅰ 年 明夫一月末雄月末 m 年 Ⅱ月末 ( 出典介護保険夷 

葉状況報告に 004 

口 較差目離日離日 醸口辮演輔年 ビス竹河 Ⅱ「戸覚 ) (9 月サー 

  急増する軽度者は 認定率の地域格差が 大きく、 事業者の「掘り 起こし」も考えられる 1 

8.0%   

7.0% 

6.0%   

5.0% 

4.0q/0 

3.0%   

2.0%   

Ⅰ・ 0% 

要介護度別に 見た各都道府県別認定率 (2004 年 4 月 ) 

  
0.00// 。 -     

要支援 要介護「 要介護 2  要介護 3  要介護 4  要介護 5 
t 



0  在宅と施設 
  施設割合は利用者数では 1 Ⅰ 4 だが、 給付費ではなお「Ⅰ 2 以上を占めている 
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0  介ぅ 給付 の黄道 
軽度者における 人数の増加と 施設給付費の 高い単価が大きな 課題 
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単価 差 
給付 増 ( 在宅 ) 要介護 3 ～ 5 の 

十 1. 2 兆円 / 年 平均で 2 倍の差 

施設 在宅 3  「 2 5 0 4 万円 万円 Ⅰ ノ llll 
利用者増 

+71 万人 Ⅰ - - - - -   
  

(85%t 剖   
    

  
  

㌔ 
  

人数 
要支援～要介護 2 要介護 3 ～ 5 

居宅サービス 事業の指定件数 
0 在宅サービスを 中心に事業者の 参入が続いている。 

特に、 営利法人と Npo 法人の伸びが 大きい。 

Ⅰ・ 
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介護保険制度改革の 全体像 

 
 

l 見直しの基本的視点、 l 

  

明るく活力あ る超高齢社会の 構築 制 度 の 持 

l 見直しの全体 像 l 

軽度者 ( 要支援・要介護「 ) の 
大幅な増加 

軽度者に対するワービスが、 状 
態の改善につながっていない 

「 予防重視型シス 
テムへの転換 

一人暮らし高齢者 や 認知 症 ( 痴 
在宅と施設の 利用者負担の 松平 呆性 ) 高齢者の増加 
性 

在宅支援の強 ィヒ 

介護保険と年金給付の 重複の是 高齢者虐待への 対応 

正 
医療と介護との 連携 

2 施設給付の見直し 
3 新たなワービス 
体系の確立 

(1) 新予防給付の 創設 
0 要介護状態等の 軽減、 

悪化防止に効果的な、 
軽度者を対象とする 新 
たな予防給付を 創設 

0 マネ 、 ジメントは「地域包 

括支援センタⅠ等が 実 
施 

(2@ 地域支援事業の 創設 
0 要支援・要介護になる 

おそれのあ る高齢者を 
対象とした効果的な 介 

護予防事業を、 介護保 
険制度に新たに 位置付 
け 

Ⅱ ) 居住費用・食費の 見直 
し 

0 介護保険 3 施設 ( ショ 
ートステイを 含む ) の居 

住費用・食費について、 
保険給付の苅象覚に。 

(2) 低所得者に対する 配慮 

0 低所得者の施設利用が 
困難にならないよう、 負 

担軽減を図る 観点から新 
たな補足的給付を 創設 

Ⅱ ) 地域密着型ワービス 
( 仮称 ) の創設 

0 身近な地域で、 地域の特 
性に応じた多様で 柔軟な 
ワービス提供が 可能とな 
るよう、 「地域密着型ワ 
ービス ( 板木か ) 」を創設 

(2) 地域包括支援センター 
( 仮称 ) の創設 

0 地域における 
i ) 総合的な相談窓口機能 
Ⅱ介護予防マネジメント 
Ⅲ ) 包括的・継続的マネジ 
メントの支援 
を担う「地域包括支援セ 
ンター」を創設 

(3) 居住系サービスの 充実 
・ケア付き居住施設の 充実 
・有料老人ホームの 見直し 

介護保険法 等 の一部を改正する 法律案 

Ⅹ 施征 平成 18 年 4 月 ( 但し施設給付の 見直しについては 平成 17 年 10 月 施行 ) 

・ 3 . 



ⅡⅠ Ⅰ へ Ⅹ 
 
 

統 司 龍 佳 ]  ( 社会保障の総合化 ) 
/ Ⅰ / 

指定 取消 事業者の増加など 質の 
確保が課題 

利用者によるワービスの 選択を 
通じた質の向上 
実効あ る事後規制ルール 
ケアマネ 、 ジメントの松平・ 公正 

の確保 

  

極所得者への 配慮 

市町村の事務負担の 軽減 

より主体性を 発揮した保険運営 

  」   

" ノ 、 " Ⅴ 
Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 
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(1) 情報開示の標準化 
0 介護ワービス 事業者に 
事業所情報の 開示を義 
務付け 

(2) 事業者規制の 見直し 
0 指定の更新制の 導入   
欠格要件の見直し 等 

(3) ケアマネジメントの 
見直し 

0 ケアマネジャ 一の資格 
の更新制の導入 ( 法律 
事項 コ 、 二重指定利 の 

導入、 標準担当件数の 
見直し ( 省令事項コ等 

  

(1) 第 ] 号 保険料の見直し 
①設定方法の 見直し 

低所得者に対する 保険 
料軽減など負担能力を 
きめ細かく反映した 保 
険料設定に ( 政令 事 1 目 

②徴収方法の 見直し 
特別徴収 ( 年金からの 
天引き ) の対象を遺族 
年金、 障害年金へ拡大 

(2) 要介護認定の 見直し 
0 申請代行、 委託調査の 

見直し 
(3) 保険者機能の 強化 
0 事業者指定に 当たり、 
市町村長の関与を 強化 

0 事業所への調査権 限の 
強化 

0 事務の外部委託等に 関 
る 規定の 敦備 

住み慣れた地域で 生活継続が 
可能な「介護・ 福祉基盤」の 
整備 

地域再生のための 補助金改革 

6  介護ワービス 基 
盤の在り方の 見直し 

  
地域再生の観点から、 地 

方な共団体の 創意工夫を 
活かした介護・ 福祉ワー 
ビス基盤の整備を 支援す 
るため交付金制度を 創設 
( 平成「丁年 4 月施行 ) 

目 厚生労働省関係の 三位 
一体改革関連の 法整備に 
おいて対応 
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予防重視型システム ヘ   

0  軽度者の状況 

要介護度 別 介護が必要となった 原因割合 

  
  

穂 
72 

6.2                       三三毛㌍㌍       一 一 

""""l 
43.2 

Ⅰ 
要支援・要介護 Ⅱ ll 

といった軽度の 方 
良 においては、 関 
節 疾患 ( リウマチ 
等 ) や 高齢による 
衰弱といった「 廃 
用 症候群」を原因 
とする方が多く 、 

他方で、 要介護 4 
以上の重度者にお 
いてほ、 脳血管 疾 
患 ( 脳卒中等 ) を 
原因とする方が 多 

し い。 

U ン 。 

要支援者 ヨ @f, 下 0 隻 「 要介護 2 要介護 3 要介護 4     要介護 5 

口 脳血管疾患 ( 脳卒中など同骨折・ 転倒 ロ 関節疾患 一一一 ( リウマチ等戸高 - 艇二 よる衰弱 叢 認知 症 ロリーキ、 ノリ ソ二 その他 

資料 厚生労働省「国民生活基礎調査」 (200 「 年 ) から厚生労働省老健 局 老人保健課において 特 
別集計 ( 調査対象者 4, 534 人 ) 

  
  
  
  

0  介護予防の全体 像 非該当 ; 要支援・要介護者 

  
対 

象 

者 

  

「地域支援事業 ( 仮称 )1 の導入 
「新予防給付」の 創設 

要支援・要介護状態に 陥るお 軽度者に対する 給付内容、 
それがあ る者 ( 高齢者人口の 5% マネジメントシステムを 介護 
程度 ) 等を対象とした 介護予防 予防の視点から 見直し 

事業の実施 

ノ " 
  

「一貫性・連続性のあ る総合的介護予防システムの 確立 ) 

5 

Ⅰ / 
              

  地域包括支援センタ 一による介護予防マネジメントの 実施 
                      



0  保険給付と要介護状態区分のイメージ 

予防給付 介護給付 

          
          
  
  
  口             

    
        
          

    
  

      

  
      

  
      

  
    
      
      

    
  

        
      
  

        
        
        

要介護 1 :       
      

    

現行区分 : 要支援 要介護「 要介護 2  要介護 3  要介護 4  要介護 5 

0  新予防給付のサービス 内容 

①既存ワービスの 評価・検証 
写生活機能の 維持・向上の 観点から内容・ 提供方法・提供期間等を 見直し 

訪問介護 ( 卜 ムヘルプ ) 

通所介護 ( デイサービス ) 

通所リハ ヒ 。 リ テション 

福祉用具貸与 口 内容・提供方法を 見直し 
訪問看護 
、 ンコ - トステイ 米 単に生活機能を 低下させるような 家事代行型の 訪問介護にっ 
グループホーム 等 いては、 原則行わないものとし、 例外的に行 う 場合でも、 必要 

性について厳格に 見直した上で、 期間や提供方法等を 見直し 

②新たなワービスの 導入 
コ 効果が明らかなサービスについてモデル 事業を踏まえ 導入 

筋力向上 
栄養改善 
口腔機能向上 

  
米 認知 症 予防、 うつ 予防、 閉じこもり予防を 地域支援事業において 実施 

0  地域支援事業 ( 仮称 ) 

事業の位置付け 

0 市町村が「 号 保険料により 実施する現行の 保健福祉事業を 再編。 
介護予防事業など 介護保険財政の 健全化に資する 事業、 被保険者の権 利擁護等 
に 資する事業を 市町村の「地域支援事業 ( 仮称 ) 」として創設する。 

  主な事業内容「 

0  介護予防関連事業 ( 要支援・要介護者以覚の 被保険者に対する 介護予防事業 ) 
0  費用適正化関連事業 
0  総合相談，支援事業、 権 利擁護関連事業等 

， 6 , 



施設給付の見直し 
    
    

0 施設における 食費、 居住費用は在宅と 同様、 保険 外 ( 利用者負担 ) とする 
く居住費用 )  個 室 : 減価償却 費十 光熱水貴相当 

多床室 ; 光熱水 費 相当 
くモき 費 )  食材料費 十 調理コスト相当 

O 低所得者対策 
・市町村民税 ョ 三課税世帯にほ 負担の軽減措置 ( 介護保険制度で 補足給付 ) 

0 負担上限の設定 
( 高額介護サービス 費 ) 

現行 づ 見直し後   
特別養護老人ホームの 入所者 

( 現行 ) 

第 1 段階 15,000 円 / 月 づ 15.000 円 / 月 

暗
暗
 

段
段
 

2
 
3
 

か
弟
ね
弔
 

Ⅰ 5,000 円 / 月 

，， 甥 ㌫ 十 Ⅰ 5,000 円 / 月 

注 ) 高額介護サービス 費 : 
1 ケ 月に支払った 利用者負担が 世帯 
合計で一定額を 超えた場合に・ 超え 
た分を払い戻す 仕組み 

0  保険料段階 別 入所者割合 

特養 4 段 
階 以上 筆Ⅰ段階 
16% 20% 

  

  

  25%   
第 「段階 

5% 
第 「段階 

老健 療養型 6% 

  
  

@  新 第 4 段 
    暗 以上 

63% 

く
 

" 。 脾 
例 )  年金， 266 5.6 

万円超の p.7- 円 俺 
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費
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( 参考 ) 打 現 ， - 

第 「段階   生活保護 受結者等   
第 2Spgl 市町村民税，世帯非課税 

  

aS3 段 pgl 市町村民税・ 本人非課税 

 
 

 
 暗
 

段
 
 
 

第
   



  
( 晃 

利用者 
負担計 

2.5 

(5. の 

3.7 
(5. 刀 

コ ・ 5 

け ， 57 

一 

直し 
Ⅰ 害 ] 

負担 

I.5 

Ⅰ． 5 

2.5 

そ麦コ 

  居住 費   食費   

 
 利
用
者
負
 

日
 
一
の
上
限
を
設
定
 

費
 

水
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 い
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ナ
 

十
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個室のモデル 的な居住費用Ⅰ 6 万円 ( 「 人 当たり月額 ) 

( 参考 デ 一列 

0 介護事業経営実態調査 (14 年 3 月 ) における 

特別養護老人ホーム ( 個室 ) の平均的な光熱 
水 費 ・減価償却費は 約 6 万円 

タ   室のモデル     世     主     =1 万円い人、     ，たし       ) 

( 参考 デ 一ダ 

0  介護事業経営実態調査 (14 年 3 月 ) における 特 

別養護老人ホーム (4 人部屋 ) の平均的な光熱 
水費は約 「万円 

0  家計調査 ( 平成 15 年度 ) に基づく高齢者「 人 当 

たりの光熱水 費は約 1 万円。 

( 嚢國 
 
 

ケ
 
0
 
の
 

な
｜
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標
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8
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  ( 食材料費 幸 調理コスト拙生 
 
 

0  現行の「基本食事サービス 費 」 (1 大月額約 6. 4 万円 ) 
は 廃止。 
～栄養管理については、 施設サービス 費の加算とし 
て 評価。 

～利用者負担は、 調理コスト相当及び 材料コスト 相 
当とする。 

モデル的な食費負担Ⅰ 4. 8 万円 ( 「 人 当たり月額 )   
  見 直 し 後 

( 参き )   

対象者 見 送致 
( 参考 デ 一ダ 

第 「段階   0  介護事業経営実態調査 (14 年 3 月 ) における 介 
同 友   護 保険三施設の 平均的な調理コスト 材料コスト 第 2 段階 OO 市町村民税・ 高齢者本人 / 世帯非課税 年金収入が 80 万円以下 @  約 34% は 約 4. 8 万円 

新 第 2 段階 t よ 0  家計調査 ( 平成 15 年度 ) に基づく高齢者 1 人生   たりの食材料費は、 約 3 万円 

    
  第 5 段階。 同 友   

            3% l3 主 4) 「 例 」には、 収入が年金のみで 他に課税されるべき 収入 
  がないケースを 記載 ( 額 等については 税制改革等の 影響   同 友 l 約 1 2% を 考慮していない 現時点のもの ) 

      



  新たなサービス 体系の確立   

0  将来展望 (2015 年の高齢者像 ) 
⑨ 2015 年には「ベビーブーム 世代」が高齢期に 到達、 
2025 年にはさらに 後期高齢者に 

⑥認知 症 ( 痴呆性 ) 高齢者や一人暮らしの 高齢者も今後増加。         
二 明治以前生まれ 

  ロ大正生まれ 

二 昭和ヒトケタ 生まれ 

  二 昭和 @ 年 - 終戦生まれ 

三結我一 l q5n 梓生まれ 

              二 @q5l 年以降生まれ   
・昭和ヒト ケタ - 終戦生ま   

れが高齢者の 中心 

  

寅若 znnn 年 まては 接仔士 挽材 局 r 国井田斉 l 2005 年以降は国コ 社会保韓人日間短研究所 r 日本の P 只推的 人口中 成 Ⅱ 年 @ 月 推計 l 

峨   「介護」モデル 吟 「介護 十 予防」モデル 

  
0  認知 症 高齢者の現状と 将来推計 

要介護者の認知 症 高齢者 要介護者 
居宅 の 自立 度 ( 痴呆性老人自 要支援者 

（ 丈度 ) (2002 年 9 月末現在 ) ホーム   
現 

の再掲 ( 痴呆性 ( 認 
総 数 3 Ⅰ 4 2 Ⅰ O 32 25 Ⅰ 2 

状 34  知症 が 「Ⅲ」、 ) 老人自立 「 IV 」 X 度 は 
） 自立 度 Ⅱ以上 ア 49 73 27 20 Ⅰ 0 「 9 「 M 」かっ、 障害者 

再 
79 28 20 Ⅱ 3 8 

掲 自立 度 Ⅲ以上 
(25) (15)  (4) (4) (1)   Ⅱ㈹ 人 「 山 自立 又は「 度が A 」。 「自立」， ) 

米 下表の下段は、 65 歳以上人口比 ( 胚 ) 
（ 2002 20 ア 5 

甘 ⅠⅠぃ 志 ， 
Ⅰ 49 250 323 
  

来 自立 度 Ⅱ以上 
6@ 3% 7@ 6% 9 3 例。   

推 79 Ⅰ 35 Ⅰ 76 
自立 度 Ⅲ．日常生活に 支障を来すような 症状・ 

t+ 自立 度皿 以上 行動や意思疎通の 困難さがときどき 見 
） 3 4 Ⅸ。 4 ] Ⅵ。 5. 「 拓 られ、 介護を必要とする。 

一 O 

㈲   「身体ケア」モデルコ「身体ケア 十 認知 症 ケア」モデル   
0 記憶障害の進行と 感情 
等の残存 

0 不安、 焦燥感等 づ 緋桐 
苦行動障害 

0 環境変化への 適応困難 

高齢者の世帯形態の 将来推計 
2000 2005 20 Ⅰ 0 20 Ⅰ 5 2020 2025 

単位 : 世帯数 ( 万世帯 ) 
単独 303 386 47 Ⅰ 566 635 680 

(27.2%) (28.9%) (30.6%)                                                          括弧内は高齢者世帯 ( 世帯主が 

夫婦 385 470 542 614 63 Ⅰ 609 
65 歳以上の世帯 ) に占める割合 

のみ (34.6%)  く 35. Ⅰ %)                                        (34.2%) (33.1%) 

峨   「家族同居」モデルコ「同居士独居」モチ ル 
・ 9. 
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制度改正後の 介護サービスの 種類 

0 小規模多機能型居宅介護 

0 認知 症 対応型共同生活介護 

@ ルーブホーム ) 

0 地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

0 地域密着型介護老人福祉施設 

⑨地域密着型介護予防サービス 
0 介護予防認知 症 対応型通所介護 

0 介護予防小規模多機能型居宅介護 

0 介護予防認知 症 対応型共同生活介護 

( グループホーム ) 

0 訪問介護 ( 杵ム ヘ % 蛉   テ サービス ) 
0 訪問入浴介護     ョン 

0 訪問看護 
ワ分 

0 訪問リハビリテーション 

0 居宅療養管理指導 
/ ヨ一 @ ステ 4) 薄給 ｜ビ 

0 特定施設入居者生活介護 ス村 
を 
， イ 一 丁   

0 介護老人福祉施設 つ 
0 介護老人保健施設 

ヒス 

ワ予 
[ 通所サービス ) 

予 介護 け - 仏灯。 サービ 初 0 
i 防 

介護 ( ディサ ー ヒス @  ピ   伝吉 
子 問 入浴介護 

0 予防訪問看護 

0 予防訪問リハビリテーション 

ス付 

宅 療養管理指導 
介護 を 

ラ一，ィ 
つ 

0  地域密着型サービスの 創設 
要介護者の住み 慣れた地域での 生活を支えるため、 身近な市町村で 提供されることが 適当 
なサービス類型 ( 二 地域密着型サービス ) を創設する。 
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小規模多機能型居宅介護 ( 仮称 ) のイメージ 
基本的な考え 方 : 「追い」を中心として、 要介護者の様態や 希望に応じて、 随時「訪問」 や 

「泊まり」を 組み合わせてサービスを 提供することで、 在宅での生活継続を 支援する。 

利用者の自宅   
様態や希望により   

人員配置は固定にせ す   

く ‥‥‥‥‥‥ 柔軟な業務遂行を 可能に 

十 ( 併設 ) 

「 @  住」 

0 グループホーム 

0 小規模な介護専用型 
の 特定施設 

0 小規模介護老人福祉 
施設 : サテライト特養等 ) 

地域に開かれた 透明な運営 0 有夫診療所 等 
サービス水準・ 職員の資質の 確保 

地域包括支援センター 

0 「通い口の利用者 l 5 名程度 

01 事業所の登録者は 25 名程度 

廷     0 「泊まり」 は 「通い J の利用者に限定 

0 とのサ ー ヒスを利用しても、 なしみ 

の職員によるサ ー ヒス か受 げられる・ 

 
 

0
 

t
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地域包括支援センタ 一の創設 

地域包括支援センター ( 地域包括ケアシステム ) のイメージ 

包括的・継続的 
マネジメント 

総合相談，支援 

多面的 ( 制度横断的 ) 支援の展開 

被保険者         行政機関、 保健所、 医療機関 、 : 
      など必要なサービスにつなぐ       

 
  

 ぐ
 

廿
 
手
ん
 

小
 

こ
つ
 

 
 

 
 

ス
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相
談
 

種
 

各
 

/  . アセスメントの 実施 

  プランの策定 

新
予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業
 

横 

0  公正・中立な 立場から、 地域における 
①総合相談・ 支援、 
②介護予防マネジメント、 
③包括的・継続的マネジメント 

を担う中核機関として、 地域包括支援センターを 創設する。 

七， 
  

  

  

運営主体 : 市町村 
在宅介護支援センタ 一の運営法人 ( 社会福祉法人、 医療法人等 ) 
その他市町村が 委託する法人 ( 省令で要件等を 定める予定 ) 

職員体制 : 保健 師 ・経験のあ る看護 師 
主任ケアマネジャー ( 仮称 ) 

社会福祉士等 

夫 地域包括支援センタ 一の設置・運営に 関しては、 中立性の確保、 人材確保克 
援 等の観点から、 「地域包括支援センター 運営協議会 ( 仮称 ) 」 ( 市町村、 
地域のサービス 事業者，関係団体等で 構成 ) が関わることとする。 
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0  新しい「住まい」の 充実 

な
い
 

で
の
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要
 
 
 

 
 

高齢者が安心して 住める 
「住まい」への 住み替え 

 
 件

 
要
 

 
 

Ⅰ
  

 

 
 
「
 

 
 

Ⅰ
 

居住系サービスの 拡充 

①特定施設の 対象の拡大 

来現行は有料老人ホームと 
ケアハウスのみ 

づ 左記の要件を 満たす「住ま 

い」にまで対象を 拡大 

②介護サービス 提供形態の 
多様Ⅰ ヒ 

来現行は特定施設の 職員に 
より介護サービスを 提供 

づ外部の介護サービス 事業 

者との提携によるサービス 

。
 
鮮
 
"
"
 

@
@
,
 

  

野
 
"
"
"
 

曲
，
 

"
 

こ
ユ
 

る
 

提
供
も
可
能
と
す
 

 
 
 
 
 
 
 
 0  有料老人ホームの 見直し 

一人店者の保護を 目的とした定義等の 見直し一 

く 現行の定義等 ノ 

0 常時 10 人 以上の老人を 入所させ、 食事の提供 
その他日常生活上必要な 便宜を供与すること 
を 目的とする施設で 老人福祉施設でな い もの 0 人数要件の廃止 

0 都道府県への 事前届出が義務 0 提供サービス 要件の見直し 

0 都道府県は調査権 を持ち、 入居者の処遇に 問 
づ食事の提供、 介護の提供 

題 があ るとき等は改善命令等の 措置 等 のいずれかのサービス 
を打 ぅ 施設を対象 

0 サービスの提供を、 委託で 

行 う 場合、 将来において サ 
一 ビス提供を約束する 場合 

を 対象とすることを 明確化 

0 入居者保護の 必要性に人数による 相違はな い 

0 外食・配食産業の 進展により、 食事の提供の 外 
く 入居者保護の 充実 ノ 

0 帳 簿保存、 情報開示義務化 

らないよう、 食事を提供 
0 倒産等の場合に 備えた 

一時金保全措置の 義務化 

0 都道府県の立人検査権 付 
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